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強震動と津波を受ける橋梁の損傷に伴う道路ネットワークの接続性の低下，およびそれに伴う経済損失

リスクの算定手法を提示する．地理情報システムとグラフ理論を援用することで，地震・津波ハザード評

価，道路ネットワークに介在する橋梁のフラジリティ（脆弱性）評価，およびリスク評価に用いる交通流

解析を陽に関連付けている．道路ネットワークの接続性を反映したリスク評価では，Monte Carlo法を用い
た確率計算により，地震と津波ハザード強度の空間的な変動，および各橋梁のフラジリティとその損傷度

の推定に伴う一連の不確定性を考慮した．ケーススタディでは，南海トラフ地震の影響域にある三重県内

の道路ネットワークを対象に提案手法を適用し，橋梁位置毎の地震や津波ハザードの違いや，橋梁間の損

傷の相関性が道路ネットワークの接続性や経済損失リスクに及ぼす影響などを考察した． 
 

     Key Words: Nankai Trough earthquake, multiple hazards, bridge network, connectivity reliability, risk 
 
 
1. はじめに 
 

2011年東北地方太平洋沖地震では，強震動と津波を受
けた橋梁の損傷に伴い 1)，道路ネットワークの寸断が広

範囲で発生し 2)，橋梁を含む道路のストック被害額は宮

城県だけでも約 248億円に及んだ 3)．2016年熊本地震で
は，道路の被災により迂回を余儀なくされ，移動時間等

が増加したことで，九州全域で約 300億円の経済損失が
生じたと推計されている 4)．今後30年以内の発生確率が
70%以上と推定されている南海トラフ地震 5)では，強震

動と津波により道路ネットワークの遮断および機能低下

が生じ，2011 年東北地方太平洋沖地震や 2016 年熊本地
震を上回る経済損失の発生が予測されている 6)．南海ト

ラフ地震の影響地域では，防災・減災対策が急がれるも

のの，考えられる最大級の強震動と津波高さを想定し，

被災する恐れのある全ての道路構造物に対して補強を施

すことは時間や予算の制約上難しい．被害を合理的に低

減させるためには，断層運動に関する不確定性を考慮し

た上で，個別の道路構造物の被災が道路ネットワークの

交通機能の低下に及ぼす影響，およびそれにより生じる

経済損失のリスクを算定し，それらに基づいた防災・減

災戦略を立案することが求められる．  
橋梁の地震被害が道路ネットワークに及ぼす影響の既

往研究として，Chang et al.7)は，強震動を受ける個別橋梁

の耐震信頼性評価手法を拡張し，それらを構成要素とす

る道路ネットワークの性能指標を定量化している．Zhou 
et al.8)は，個別橋梁の耐震補強が強震動を受ける道路ネ

ットワークのリスク低減に及ぼす効果を算定した．
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Bocchini and Frangopol9)は，強震動を受ける道路ネットワ

ーク内にある橋梁の損傷を確率場の理論を用いて評価し，

橋梁の損傷が地点間の移動時間の増加に及ぼす影響を交

通流解析を用いたリスクアプローチにより定量化してい

る．国内では，土木学会地震工学委員会耐震基準委員会
10)により，強震動を受けて被災する道路ネットワークを

対象に，橋梁の復旧費用と補強費用，および交通流解析

により推定される被災前後の交通に係る費用の増加量の

和としてライフサイクルコストを定義し，それを最小化

する耐震補強戦略を提案している．これら強震動のみの

シングルハザードを扱った既往研究に対して，Ishibashi et 
al.11)は，強震動と津波を受ける道路ネットワークのリス

ク・レジリエンス評価手法を提案し，それらの各指標に

基づき構造物の補強優先度を判定している．しかしなが

ら，この手法は，結節点のない単純な道路ネットワーク

を対象とし，地震直後にも必ず迂回路が存続することを

仮定しているなど，マルチハザードを受ける橋梁の損傷

と，それが道路ネットワークの接続性や機能性の低下に

及ぼす影響を定量化するリスク算定手法の一段の高度化

が必要である．  
道路ネットワークのリスク評価に関する研究は，構造

物の信頼性理論を基に交通工学のアプローチを援用する

ことで発展してきたものの，マルチハザードと構造物の

フラジリティ（脆弱性）を反映した道路の性能評価，お

よびその結果を用いた交通流解析による経済損失の算定

手法を確立する必要がある．近年は，道路ネットワーク

だけでなく，他のライフライン，例えば，上下水道や電

力，あるいは情報通信等についても，耐用期間内に起こ

り得るあらゆるハザードに対するリスクの低減とレジリ

エンス強化が求められている 12)．つまり，単に橋梁が強

震動で損傷する，しない，の評価にとどまらず，マルチ

ハザード下にある構造物の損傷がネットワークの機能性

に及ぼす影響を，各評価段階に付随する不確定性を陽に

考慮しながら定量化する必要がある． 
この背景のもと，本研究では，地理情報システム（以

下，GIS）とグラフ理論 13)を援用し，南海トラフ地震に

伴う強震動と津波を連続的に受ける橋梁の被災が道路ネ

ットワークの接続性に及ぼす影響，および接続性の低下

により生じる移動時間等の増加や橋梁の復旧に掛る費用

を勘定した経済損失のリスク評価手法を提案する．具体

的には，対象地域を細分化した各メッシュに対し，断層

運動の不確かさと地理的条件を考慮した地震・津波の確

率論的ハザード評価を行い，GIS を用いることで道路ネ
ットワークに介在する橋梁の各位置とハザード強度を空

間的に対応させる．道路ネットワークの起終点（OD：
Origin-Destination）間を対象として，Monte Carlo 法（以下，
MCS）を用いた確率計算により，地震と津波ハザード
の空間的な差異，および各橋梁の脆弱性とその損傷度の

推定に係る不確定性を考慮し，道路ネットワークの接続

性が確保できない確率（以降，途絶確率）を算定する．

グラフ理論に基づき複数の結節点を有する道路ネットワ

ークをモデル化し，橋梁の損傷をその接続関係に反映す

ることで，途絶確率は算定される．ケーススタディでは，

南海トラフ地震の影響を受けることが予想される三重県

内の道路ネットワークを対象に提案手法を適用し，強震

動と津波を受ける個別橋梁の損傷が道路ネットワークの

接続性および経済損失リスクに与える影響を考察する． 
なお，本研究の実施にあたり設けた仮定を以下に示す． 

1） 南海トラフ地震を想定したケーススタディで実施

する地震と津波ハザード評価では，南海トラフ地

震の巨大地震モデル検討会14), 15)に従いそれぞれ異な

る断層モデルを用いる．そのため，両ハザードの

相関性は，地震規模に関わる平均応力降下量を共

通の不確定性として扱うことで考慮される．また，

南海トラフ地震の切迫性を鑑み，地震の発生を前

提とする条件下で，強震動と津波の強度推定に伴

う不確定性を考慮した確率論的ハザード解析を行

う．地震および津波ハザードの推定精度は，構造

物の信頼性評価結果に大きく影響する 16)ため，断

層モデルの設定や対象とする不確定性等に関する

継続した検討が求められる．  
2） 道路ネットワークは，橋梁や盛土，トンネル等の

複数の構造物により構成されるが，本研究では，

橋梁のみを対象とする 9)．すわなち，道路ネットワ

ークの交通機能は，橋梁の損傷状態のみに依存す

るものとして，接続性およびリスクを評価する． 
3） 被災に伴う道路ネットワークの交通行動の変化を

交通流解析を用いて推定する際，地震後の人的被

害（死者数や負傷者数など）による地震発生前後

の交通需要の変化は生じないと仮定する． 
 
 
2. 南海トラフ地震による強震動・津波を受ける

道路ネットワークの接続性とその機能低下に

伴う経済損失のリスク評価手順 
 
(1) 概説 

南海トラフ地震による強震動・津波を受ける道路ネッ

トワークの接続性とその機能低下により生じる経済損失

のリスク評価手順の概要を図-1に示す．計算手順は 4つ
のプロセスから構成されており，I. 解析対象の道路ネッ
トワークのグラフ理論に基づいたモデル化，II. 断層運動
に関する不確定性および解析モデルの誤差を考慮した地

震と津波の確率論的ハザード評価，III. 強震動と津波の
連続作用を考慮した橋梁のフラジリティ評価，および

IV. MCS に基づく道路ネットワークの接続性とその機能
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低下に伴う経済損失のリスクカーブの算定，である．次

節以降，各プロセスの内容を詳述する． 
 
(2) グラフ理論を用いた道路ネットワークのモデル化 

グラフ理論 13), 17)を用いて，橋梁，OD，および結節点
を結ぶ線として道路ネットワークをモデル化することで，

各橋梁の損傷が道路ネットワークの接続性に及ぼす影響

と，その機能低下による経済損失リスクが算定される．

グラフ理論では，多数の頂点間の接続関係を集合論を基

に定式化するため，OD 間を結ぶ経路が複数存在する道

路ネットワークのリスク評価に必要な交通流解析を行う

ことができる． 
地震発生前（平常時）の道路ネットワーク G0は，次

式の重み付き有向グラフでモデル化される 17)． 

 ( )  0 0 0 0 0, , | , ,G V E E uv u v V u v=     (1) 

 0 0 0

0 0 0 0

: , : , : ,
: , , : ,

l l s s c c

A A link link

f E L f E L f E L
f V E L f V E L

→ → →
→ →

 (2) 

ここに，u，および vは，橋梁，OD，および結節点から
成る頂点の集合V0の要素，E0は，頂点を結ぶ道路縁の集

合，f l ，f s ，および f cは，道路縁に対して延長，車両速
度，および交通容量をそれぞれ関連付ける写像，fA，お
よび f linkは，それぞれ頂点あるいは道路縁の対象地域 A
内の地点 aA，およびそれらが属する道路の名称（リン
ク番号）を表す写像である． 
次節以降で示すように，橋梁位置のハザード強度，お

よびフラジリティ曲線から推定される各橋梁の損傷度を

反映し，道路ネットワークの接続関係，および道路縁の

交通機能を更新することで，地震・津波作用後の道路ネ

ットワークの接続性とその機能低下が評価される． 
 
(3) 地震・津波ハザード評価 

対象地域 A を区分した地点（メッシュ）a  A に対し
て，断層運動に関する不確定性，およびアテニュエーシ

ョン式などのモデル誤差を考慮し，地震および津波のハ

ザード強度として選定した地動最大速度および浸水深を

それぞれ推定する． 
a) 地震ハザード評価 

地震ハザード評価では，司・翠川の距離減衰式 18)およ

び地盤増幅度 19), 20)を用いて，平均応力降下量の不確定性

とモデル誤差を考慮し，分解能を 250 mメッシュとした
地点 a位置の地動最大速度を算出する．強震断層モデル
の平均応力降下量ΔσsとモーメントマグニチュードM wの

関係は，次式で表される 21)． 

 1.5
1.5

1 16log 9.1
1.5 7w sM S



  =  −  
  

 (3) 

ここに，Sは震源断層の面積である． 
式(3)より推定されるモーメントマグニチュードから

地点 aにおける工学的基盤（平均 S波速度 600 m/sの地
盤）面の最大速度V600, aを司・翠川の距離減衰式18)を用い

て算出し，地盤増幅度を考慮して地点 aにおける地動最
大速度Γaを得る．本研究で用いる確率論的ハザード曲線

の算定手順は，参考文献 22)に詳述されている． 
最終的に，地点 aにおける地震ハザード曲線は，地動

最大速度Γaが γaより大きい確率P(Γa > γa)として算定され

I. グラフ理論に基づく道路ネットワークのモデル化 

II. 地震・津波ハザード評価 IV-1. MCSを用いた道路ネットワークの接続性とその機能低下による経済損失のリスク評価 

III. 強震動と津波の連続性を考慮 
した橋梁のフラジリティ評価 

IV-2. 経済損失の 

リスクカーブ 

A. 橋梁の損傷度判定 C. 橋梁の信頼性評価 B. 道路ネットワークの 
接続性と機能性の評価 

D. 道路ネットワークの接続性評価 

E. 経済損失のリスク評価 

N回の反復計算（MCS） 
図-1 南海トラフ地震による強震動と津波を受ける道路ネットワークの接続性とその機能低下に伴う経済損失のリスク評価手順 
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る．着目地点と想定震源までの距離，および地盤増幅度

の差異を反映し，地震ハザード曲線は位置により異なる． 
b) 津波ハザード評価 

津波ハザード評価では，平均応力降下量，およびすべ

り角を確率変数とし，RBFネットワークによる津波伝播
解析の近似関数を用いて，地点 aにおける浸水深を算定
する．RBFネットワークによる近似関数は，実験計画法
による回の津波伝播解析結果を内挿することで，対象

地域を区分した 30 m メッシュの中央位置毎に作成され

る．津波伝播解析の代わりに，作成した近似関数を用い

ることで，平均応力降下量およびすべり角に応じて強い

非線形性を持って変動する浸水深を高速に推定できる． 
津波断層モデルの平均応力降下量のばらつき Δσtがす

べり量Dに及ぼす影響は次式により評価する 21)． 

 0.5
1.5

16
7 tD S
 

=   (8) 

ここに，μは剛性率である． 
すべり量とすべり角に変動を与えた個の津波断層モ

デルを用いて，Okada の方法 23)により地殻変動解析を行

い，津波の初期水位を計算する．初期水位，標高データ

および粗度データを入力条件とし，非線形 2次元長波理
論 24)に基づく津波伝播解析を行い，30 mメッシュの中央
位置の浸水深を算定する．したがって，平均応力降下量

とすべり角の J個の組み合わせ x  ( = 1, …, )， および
それらを入力条件とした地点 a における個の津波伝播

解析結果 ya,,  (  = 1, …, )を得る．最終的に，津波伝播解
析における入出力関係のサンプル x および ya, を非負条

件付きの RBF ネットワークを用いて内挿した次式を用
いて，平均応力降下量（すべり量）およびすべり角の任

意の組み合わせ xを有する断層運動が生じた際の地点 a
における浸水深 h a (x)を算定する． 

 ( ) 
T1( ) max ( ),  0a ah −=  x Φ y φ x  (9) 

ここに， 

 

1 1 1 ,1

1 ,

21

2

( ) ( )
, ,

( ) ( )

( )
( ) , ( ) exp

( )

a

m

a

y

y

r






 

 









   



  
  = =   

   
   

   −   = = −       

x x
Φ y

x x

x
x x

φ x x
x

 (10) 

ここに，rは番目の基底関数 φの半径であり，K = 2 の
K‐近傍法により算定する 25)． 
最終的に，平均応力降下量，およびすべり角のばらつ

き（確率分布）を入力条件とし，MCS に基づき式(9)を
繰り返し用いることで，津波ハザード曲線を算定する．

津波ハザード曲線には，地点 aの沿岸部からの距離や標
高などの地理的条件が反映される．  

(4) 強震動と津波の連続性を考慮した橋梁のフラジリ

ティ評価 

橋梁 vbの損傷度 DSvbは，無損傷 ds0，小破 ds1，および

大破 ds2からなる 3 段階に設定し，強震動と津波を連続
して受ける橋梁のフラジリティ評価を行う 11)．地震フラ

ジリティ評価では，地動最大速度Γを持つ多数の地震波
を用いた非線形動的解析を行い，各損傷度以上となる条

件付損傷確率を算出する．例えば，小破以上および大破

となる地震フラジリティ曲線は次式で表される． 

 ( ) ( )  , ,, | 1,2
b b b b bs v i v s v v i vP ds P DS ds i  =  =   (11) 

ここに，Ps, vbは地動最大速度Γ = γvbのとき橋梁 vbが損傷度

DSvb = dsi以上となる条件付確率である．  
津波フラジリティ評価では，数値波動水槽を用いて，

最大浸水深Hの津波波形から橋梁に作用する水平波力を
算定し，プッシュオーバー解析を行う．このとき，強震

動による橋脚の残留変位と剛性劣化，および支承の耐力

低下を津波作用時の橋梁の状態として引き継ぐことで，

強震動と津波の連続作用を考慮する 11)．また，津波の鉛

直波力による桁の浮き上がりに関する照査も行う．最終

的に，津波フラジリティ曲線は次式で表される． 

 

( )
( )

( ) ( ) ( ) ( ) 

,

,

, ,

| ,

, 0,1 , 0,2 , 1,2

b b

b b b b

t v j v i

t v v j v v i

P ds h ds

P DS ds H h DS ds

i j

=  = =



 (12) 

ここに，Pt, vbは強震動によって損傷度DSvb = dsiとなった橋

梁 vbが浸水深H = hvbの津波により損傷度がdsj以上となる

条件付確率である． 

式(12)は，地震作用後に無損傷の橋梁が連続して作用
する津波により小破以上あるいは大破，および地震によ

り小破の状態から津波によって大破となるフラジリティ

曲線を表す．式(11)と式(12)を用いることで，強震動と津
波による連続作用を考慮し橋梁の損傷確率を算定できる． 

 
(5) MCS を用いた道路ネットワークの接続性の評価と

機能低下に伴う経済損失のリスク評価 

地震と津波ハザード強度の空間的な変動，および橋梁

の脆弱性を考慮した MCS を用いて，各橋梁の損傷によ
る道路ネットワークの接続性を評価し，最終的に，接続

性の低下により生じる経済損失リスクを算定する．  

a) 橋梁の損傷度判定 

前述のハザード評価手法とフラジリティ曲線を用いて，

強震動と津波を受ける道路ネットワーク内にある各橋梁

の損傷度を判定する．まず，GIS を援用し，対象地域 A
の地震・津波ハザード，および各橋梁の位置を空間的に

対応させる．MCSのn試行目における橋梁vb位置の地動

最大速度 γvb , n，および浸水深 hvb , nは以下の式により表さ

れる． 
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 ( ) , ,, |
bv n a n A ba f v = =  (13) 

 ( ) , , |
bv n a n A bh h a f v= =  (14) 

ここに，γa , nおよび ha , nは，それぞれMCSの n試行目に
おける地点 aの地動最大速度および浸水深である． 

MCSにおけるn試行目の強震動を受ける橋梁vbの損傷

度DSs, vb , nを次式により推定する． 

 
( )
( ) ( )

, ,

0 , 1 , ,

1 , 2 , , , 1 ,

2

, if ,

, if , ,

, otherwise

b

b b b

b b b b b

s v n

s v v n v n

s v v n v n s v v n

DS

ds P ds q

ds P ds q P ds

ds



 

 

=  




 (15) 

ここに，γvb , nは橋梁vbに対するn試行目の地動最大速度，
qvb , nは強震動を受ける橋梁 vbの損傷度を判定するための

区間[0, 1)の一様乱数 8), 26), 27)である． 
MCSにおけるn試行目の強震動と津波を連続して受け

る橋梁 vbの最終的な損傷度 DSvb , nを次式により評価する． 

( )

( ) ( )
( )

,

0 , , 0 , 1 , 0 ,

, , 0

1
, 2 , 0 , , 1 , 0

2 , , 0 , , 2 , 0

1 , , 1 , 2

, if  and , ,

if  and
,

, , , ,

, if  and , ,

, if  and ,

b

b b b b

b

b b b b b

b b b b

b b

v n

s v n t v v n v n

s v n

t v v n v n t v v n

s v n v n t v v n

s v n t v v

DS

ds DS ds P ds h ds r

DS ds
ds

P ds h ds r P ds h ds

ds DS ds r P ds h ds

ds DS ds P ds h

=

= 

=

 

= 

= ( ), 1 ,

2

,

, otherwise

b bn v nds r

ds

















(16) 

ここに，hvb , nは橋梁 vbに対する n試行目の浸水深，rvb , nは

強震動と津波が連続的に作用する橋梁vbの最終的な損傷

度判定に用いる区間[0, 1)の一様乱数である．  
損傷度判定のための乱数 qvb , nおよび rvb , nを対象地域 A

内で配分するには，強震波形の周期特性や津波の流速等，

前述のハザード解析で考慮できていないハザード強度の

変化，あるいは建設年度や維持管理の程度に依存した橋

梁の脆弱性の相関を考慮する必要がある．qvb , nおよび rvb , n

により，各橋梁の損傷度に差異が生じるため，道路ネッ

トワークの接続性とリスクの評価結果に大きく影響する．

ケーススタディでは，損傷度判定用の乱数の空間的な相

関性として完全相関と独立を仮定し，それが接続性およ

びリスクに与える影響を検証する．詳細は次章で述べる． 
b) 道路ネットワークの接続性と機能性の評価 

強震動と津波により小破あるいは大破となった橋梁 vb

は，その損傷度DSvb , nに応じた復旧日数RTvb (DSvb , n)が経過
した後に無損傷状態に回復すると仮定する．地震発生か

らの経過日数 t における道路ネットワークの接続性とそ
の機能低下を評価する．橋梁の通行性能が失われる損傷

度を大破と設定し，その位置で道路ネットワークが寸断

されるとする．MCSの n試行目において，大破 ds2とな

る橋梁位置での通行不能を考慮した道路ネットワーク

Gn(t)は，グラフ演算 17)を用いて次式により表される． 

 

( )
( ) (

 )

( ) ( ) ( )

0 0 , 2 2

0 0 0

,

| , ,

,

b b

t t t
n n n

b v n v

b

G V E

V v V DS ds t RT ds

E uv E u V

=

= −  = 

−  

 (17) 

ここに，Vn
(t)および En

(t)は，それぞれ地震発生前の道路ネ

ットワークG0から tにおいて大破である橋梁 vbを除した

頂点の集合，およびそれに接続する道路縁 uvbを取り除

いた道路縁の集合である． 
被災後の道路ネットワークの交通機能は，介在する橋

梁の損傷度に応じて変化する．Chang et al.7)は，地震発生

後の各リンク（道路ネットワーク内の結節点をつなぐ道

路）の残存交通機能をその内にある橋梁の損傷度に応じ

て推定している．本研究においても同様に，地震発生後

の各リンクの車両速度および交通容量をそれぞれ次式に

より算定する 7)． 

 ( ) ( )( ) ( ) ( )| ( ) ( )
k

t t t
s n k link s l sf uv E l f uv LDI f uv = =   (18) 

 ( ) ( )( ) ( ) ( )| ( ) ( )
k

t t t
c n k link c l cf uv E l f uv LDI f uv = =   (19) 

ここに，fs (t)と fc (t)は，それぞれ式(17)に示す道路ネットワ
ークGn

(t)の内にあるリンク lk  Llink上の道路縁uvの車両速
度および交通容量， s (LDIlk(t) )と c (LDIlk(t) )は，それぞれ次
式により算定される地震発生から t 日経過後のリンク lk
の損傷指標 LDIlk(t)に応じた残存車両速度および残存交通
容量の割合であり，表-1に示す値である 28)． 

 ( )( )
( )

2
( )

,k b
t

b lk

t
l v n

v V

LDI BDI DS


=   (20) 

 ( ) , 1
,

0.3
0 otherwise

b

b

v n
v n

DS ds
BDI DS

== 


 (21) 

 ( ) ( ) ( )
,| ( ),

k b

t t
l b n k link b vb v nV v V l f v t RT DS=  =   (22) 

ここに，BDI(DSvb , n)は，橋梁の損傷度 DSvb , nに応じた損傷

指標 7)，Vlk
(t)は，リンク lk上の地震発生から t日後に損傷

度DSvb , nである橋梁 vb  Vn
(t)の集合である． 

表-1 リンクの損傷指標と残存交通性能の関係 28) 

リンクの損傷指標 
LDI 

残存車両速度 
 s 

残存交通容量 
 c 

0  LDI  0.5 1.00 1.00 
0.5  LDI  1.0 0.75 1.00 
1.0  LDI  1.5 0.75 0.75 

1.5  LDI 0.50 0.50 
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強震動と津波を受ける道路ネットワークを対象として

グラフ理論を用いることで，ネットワーク内の橋梁の各

損傷程度に応じた接続性の変化や機能低下を容易に定量

化することが可能となる．  
c) 橋梁の信頼性評価 

橋梁vbが強震動と津波を連続して受けることで最終的

に損傷度 dsiとなる損傷確率Pf, vb , dsiは次式で与えられる．  

 ( ), , .
1

1
b i b

N

f v ds v n i
n

P DS ds
N


=

= =  (23) 

 ( ) 1, if  is true
0, otherwise

R
R


= 


 (24) 

ここに，NはMCSの総試行回数，Rは命題である． 
d) 道路ネットワークの接続性評価 

強震動と津波を連続的に受けて大破となる橋梁位置で

遮断される道路ネットワークにおいて，起点 voと終点 vd

の間の途絶確率Pf, vovdは，次式により算定される． 

 ( )(0)
, 0

1

11  connectivity
o d

N

f v v d n
n

P v v G
N


=

= −    (25) 

ここに， vovd connectivity  Gn
(0)は，地震発生直後 t = 0の

道路ネットワーク Gn
(0)において OD間 vovdを結ぶ経路が

存在するという主張の命題である．ネットワーク内にあ

る 2点を結ぶ経路の有無を判定する方法は，グラフ理論
において確立されている 13)．本研究では，一般的に用い

られるDijkstra法 29)を用いて式(25)を計算する． 
式(17)と式(25)に示されるように，道路ネットワークの

接続性は，その接続関係と介在する橋梁の位置，および

種々の不確定性を考慮した強震動と津波ハザード強度の

差異に基づいた各橋梁の損傷度を考慮して算出される． 
e) 道路ネットワークの機能低下に伴う経済損失リスク 

本研究では，損傷した橋梁の復旧に要する費用を直接

損失，被災した道路ネットワークの交通機能の低下によ

り生じる損失を間接損失としてそれぞれ定義し，これら

の和を経済損失とする．MCSにおけるn試行目の強震動
と津波の作用を受けた道路ネットワークにおける経済損

失Ctol, nは次式で表される． 

 ( )
 

( ) 0

max

, , ,,
1

vb

t
n

RT

tot n dir n ind Gind G
t

C C C C
=

= + −  (26) 

ここに，Cdir, nは直接損失，Cdir, G0と Cdir, Gn
( t )は，それぞれ地

震発生前後の道路ネットワークにおける交通の総移動時

間および総走行距離を貨幣価値に換算したもの（総走行

費用）である． 
直接損失Cdir, nは，橋梁の損傷度に応じた復旧費用の総

和であり，次式により算出される． 

 ( )
0

, , ,b b
b

dir n ds v v n
v V

C C DS


=   (27) 

ここに，Cds, vb (DSvb , n)は，損傷度DSvb , nの橋梁 vbの復旧に掛

る費用である． 
間接損失は，道路ネットワークの被災による交通の移

動時間と走行距離の増加量，および OD間の遮断に伴う
移動の取り止めによる機会損失を貨幣価値に換算するこ

とで算出する．道路ネットワーク G = (V, E )における交
通の総走行費用Cind , Gは，道路縁の交通量zを未知とする
以下のシステム最適化配分問題 13)の解として算定される． 

 ( ),minimize ( )ind G cost cost uv
u V v V

C f uv E z
 

=  z  (28) 

 
,

subject to ,
0, otherwise

o

vu uw d
v w

Q u v
z z Q u v

− =
− = =



   (29) 

 ( )0 ,uv c cost
z f uv uv E     (30) 

ここに，zuvは道路縁 uvの交通量，QはOD間の交通需要，
Ecost，fcost (uv)および fc(uv)は，それぞれ次式で表される． 

  cost o dE E v v= +  (31) 

 
,

( )
( ) , otherwise

( )

loss o d

cost time
l run

s

C uv v v
f uv C

f uv C
f uv

=


=  
 + 
 

 (32) 

 ,
( )

( ), otherwise
o d

c
c

uv v v
f uv

f uv
 =

 = 


 (33) 

ここに，Ecostは，道路縁の集合 Eに OD間の遮断により
生じる機会損失 Clossを考慮するための仮想リンク vovdを

加えた集合 13)，fcostおよび fcは，それぞれ仮想リンクを考
慮した集合 Ecostに一般化費用 13)および交通容量を対応さ

せる写像，Crunおよび Ctimeは，それぞれ単位走行距離，

および単位移動時間あたりの運行費用である． 
被災前後の道路ネットワーク，すなわち Cdir, G0および

Cdir, Gn
( t )の総走行費用を式(28)より算定し，式(26)に示され

るように，その差を地震発生後から全ての橋梁が復旧す

る時点 max{RTvb}まで足し合わせることで，MCS におけ
る n 試行目の間接損失を算出する．なお，式(28)は線形
計画問題であるため，simplex法を用いて容易に解ける 30)．  
最終的に，式(26)で算定される経済損失 Ctol, nが ctolより

大きい確率から経済損失CtolのリスクカーブP(Ctol > ctol)を
次式により算定する． 

 ( ) ( ),
1

1 N

tol tol tol n tol
n

P C c C c
N


=

 =   (34) 

なお，本研究では，交通容量が交通需要を上回る道路

ネットワークを対象とし，渋滞に伴う一般化費用の増加

を表すリンクコスト関数 13), 31), 32)を考慮せずに間接損失を

推定する．なお，リンクコスト関数を考慮すると，式

(28)は一般化費用 fcostが交通量 zuvに依存することから非線

形計画問題となり，その解法となるIncremental Assignment
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法 33)やFrank-Wolfe法 34)等を用いた反復計算により多大な

計算時間を要することになる．対象とする道路ネットワ

ークの交通容量と需要の大小に関わらず式(34)を算定す
るための一般化は今後の課題である．また，災害発生後

の交通行動を評価することは難しく 35), 36)，その状況を予

測するための交通配分モデルに関しても，継続した検討

が求められる． 
 

 

3. ケーススタディ 

 

(1) 解析対象の道路ネットワーク 

南海トラフ地震の発生を想定し，図-2に示す三重県尾

鷲市にある道路ネットワークを対象に提案手法を適用す

る．道路は，国土数値情報 37)が公開する情報を参考に設

定し，橋梁は，それと河川 37)の交点に位置すると仮定し

た．想定した橋梁数は 32 であり，後述するように，こ
れらは実橋梁ではなく，ある条件下で設計された仮想の

橋梁である． 
図-2 に示される各リンクの交通機能に関するパラメ

ータ，すなわち，式(2)で表される道路と延長，自由流
速度，および交通容量の関係を表-2に，各橋梁の位置す

る微地形区分 20)とリンクを表-3にそれぞれまとめて示す．  
(2) ハザード評価 

南海トラフ地震の巨大地震モデル検討会 14), 15)（以下，

検討会）が作成した強震・津波断層モデルを基に，図-3

に示される上下限付きの対数正規分布に平均応力降下量

は従うと仮定し，対象地域内の各地点における地震およ

び津波ハザードを推定した．地震マグニチュードと発生

する津波の規模には強い相関 39)があることから，強震お

よび津波断層モデルに対し，等しい超過確率に相当する

表-2 リンクの交通機能に関するパラメータ 38) 

リンク番号

Llink 

延長Ll 

(km) 
車両速度Ls 

(km / h) 
交通容量Lc 

(台 / 日) 
1   1.4   40   60000 
2   3.2   60 105600 
3 17.8 

  40 

  60000 
 

4   1.9 
5   5.3 100 
6   1.5 

  40 
7 14.4 
8   5.5 
9   0.4 

 

表-3 橋梁の位置に関するパラメータおよび損傷確率 

橋

梁

番

号 

微地形 
区分 20) 

位置 
する 
リンク 

強震動のみ 津波のみ 
強震動・ 
津波 

小破 大破 小破 大破 小破 大破 

1 砂礫質台地 1 0.69 0.23 0.00 0.03 0.67 0.25 
2 谷底低地 2 0.57 0.40 0.01 0.13 0.50 0.47 
3 山地 

3 

0.72 0.11 0.00 0.01 0.71 0.12 
4 山地 0.72 0.12 - - 0.72 0.12 
5 山地 0.72 0.12 - - 0.72 0.12 
6 谷底低地 0.54 0.44 0.00 0.03 0.53 0.45 
7 山地 0.72 0.13 0.03 0.32 0.46 0.43 
8 山地 0.72 0.13 - - 0.72 0.13 
9 埋立地 0.50 0.48 0.04 0.29 0.35 0.63 
10 谷底低地 0.53 0.45 0.02 0.19 0.43 0.55 

11 
三角州・ 
海岸低地 

4 

0.43 0.56 0.02 0.14 0.38 0.61 

12 山地 0.72 0.13 0.02 0.15 0.60 0.27 
13 山地 0.71 0.13 0.01 0.08 0.65 0.20 
14 山麓地 0.67 0.27 0.00 0.05 0.64 0.30 
15 山麓地 0.67 0.27 - - 0.67 0.27 
16 山麓地 

5 
0.67 0.27 - - 0.67 0.27 

17 山地 0.71 0.12 - - 0.71 0.12 
18 山地 0.71 0.12 - - 0.71 0.12 
19 山地 

7 

0.72 0.11 - - 0.72 0.11 
20 山地 0.72 0.12 - - 0.72 0.12 
21 山地 0.72 0.12 - - 0.72 0.12 
22 山地 0.71 0.12 - - 0.71 0.12 
23 山地 0.72 0.12 - - 0.72 0.12 
24 山地 0.72 0.12 - - 0.72 0.12 
25 山地 0.72 0.12 - - 0.72 0.12 
26 谷底低地 0.61 0.35 - - 0.61 0.35 
27 谷底低地 0.62 0.34 - - 0.62 0.34 
28 砂礫質台地 0.65 0.28 0.01 0.12 0.58 0.37 

29 
三角州・ 
海岸低地 

8 

0.42 0.57 0.03 0.22 0.33 0.66 

30 
三角州・ 
海岸低地 0.42 0.57 0.06 0.47 0.22 0.78 

31 
三角州・ 
海岸低地 0.42 0.57 0.05 0.45 0.23 0.76 

32 
三角州・ 
海岸低地 9 0.42 0.57 0.03 0.28 0.30 0.69 

 図-2 解析対象の道路ネットワーク 
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平均応力降下量をそれぞれ MCS の中で与えることで，
両ハザードの相関性を考慮した．さらに，津波断層モデ

ルには，検討会の公開するすべり角に対して平均0°，標
準偏差 10°の正規分布に従うばらつきを与えた 14)． 
強震断層モデルは，検討会の公開する強震動生成域の

それぞれ異なる基本および陸域ケースを使用した 14)．津

波ハザード評価では，大すべり域の異なる 15 ケースを
想定し，検討会が想定する 11 ケース 15)と筆者らが独自

に設定した 4ケースの津波断層モデル 11)を用いた．なお，

強震および津波断層モデルの各ケースは互いに等しい確

率で発生すると仮定した．MCSの総試行回数Nは，1万
回とした．この条件下では，各橋梁の損傷確率，および

道路ネットワークの途絶確率の推定精度は，1%程度の
範囲に収まることを確認している． 
津波ハザード評価に用いる津波伝播解析の近似関数

を作成するため，不確定性を考慮する各パラメータの変

動範囲を網羅するように，平均応力降下量は，0，1.0，
2.0，3.0，4.0，5.0 MPaの 6パターン，すべり角に関して
は，検討会が公開しているすべり角から−30°，−20°，
−10°，0°，10°，20°，30°を加減した 7パターンの計 42の
津波伝播解析を行った．大すべり域が異なる各ケースに

対してそれぞれ近似関数を作成するため，津波伝播解析

の総数は 630となる．式(9)により作成される津波伝播解
析の近似関数の例，および地震・津波の空間的なハザー

ド強度の分布と道路ネットワークを図-4 に示す．図-4(b)
には，図-3 に示す平均応力降下量の超過確率 0.5，0.1，
0.01 に対応する地震・津波ハザード強度の空間分布をそ
れぞれ示している．なお，図-4 では，地動最大速度を

PGVと表記した．図-4(b)より，強震動は，対象とする32
橋梁全てに影響を及ぼすのに対し，津波ハザードは，沿

岸部に位置する橋梁位置でのみ大きくなっていることが

確認できる．また，両ハザードの正の相関を考慮したた

め，地動最大速度の増加に伴い，浸水深も大きくなって

いる．  
尾鷲市の道路ネットワーク内の橋梁位置における地震

および津波ハザード曲線を図-5に示す．地震ハザードは，

多くの橋梁で同様な傾向を示している．これは，橋梁位

置毎の震源距離には大きな差がなく，表-3に示す微地形

区分の影響を強く受けるためである．三角州・海岸低地

に位置する橋梁 11，橋梁 29，橋梁 30，橋梁 31，および
橋梁 32 は地震ハザードが大きい．津波ハザード曲線は，
沿岸部からの距離や地理的条件の違いが反映され，橋梁

位置毎に明確な差異が生じている．対象地域の南側およ

び沿岸部に近いほど，津波ハザードは大きくなる傾向が

あり，特に橋梁 30と 31は厳しい津波ハザードに曝され

図-3 断層モデルの平均応力降下量に関する不確定性 
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図-4 津波伝播解析の近似関数を用いたハザード評価および強震動と津波を受ける道路ネットワーク 
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ている．なお，図-5に示される津波ハザード曲線は，平

均応力降下量Δσt = 5 MPaを設定した津波断層モデルを用
いた津波伝播解析において津波の到達が確認された橋梁

位置に対してのみの結果である．以降の検討では，この

16橋梁に対して津波による損傷を考慮する． 
 

(3) 橋梁のフラジリティ評価 

Ishibashi et al.11)の手法により，平成 8年度の道路橋示方
書 40)の基準を満たす I種地盤上に位置する橋脚高さ 6 m
の桁橋を解析対象とし，図-6に示す地震および津波に対

するフラジリティ曲線を作成した．なお，図-2に示され

る道路ネットワーク内にある 32 橋梁は，地点によらず
平成 8年度の耐震基準で設計されていると仮定し，次節
以降の解析を行う．各橋梁の位置情報，橋梁形式，橋長，

および建設年度等に関する実際のデータの収集，および

それに基づく地震および津波に対するフラジリティ評価

は今後の課題である． 
 

(4) 橋梁の信頼性評価 

各橋梁の信頼性評価結果として，各橋梁が小破あるい

は大破となる損傷確率を表-3にまとめて示す．図-5に示

すように地点間のハザード曲線が異なることから，同じ

橋梁モデルを仮定した場合でも損傷確率に差異が生じる．

表-3より，地震により大破となる損傷確率は，微地形区

分 20)が谷底低地や三角州・海岸低地等の地盤に位置する

橋梁で顕著に大きい．津波による損傷は，小破に比べて

大破となる確率が極めて大きく，強震動による損傷の傾

向とは異なる．また，強震動と津波の連続性を考慮しな

いと，沿岸部の橋梁の損傷確率を過小評価する結果とな

った．橋梁 30と 31は，沿岸部の軟弱な地盤に位置する
ため，強震動および津波による損傷確率がともに大きく，

図-5 橋梁位置毎のハザード曲線 
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両ハザードに備えた対策が望まれる． 
このように，地盤特性や地理的条件を考慮した強震動

および津波ハザード評価を行うことで，各橋梁に対して

支配的なハザードを同定できる．一方で，補強等を実施

する際には，各橋梁の損傷が道路ネットワークの経済損

失に及ぼす影響を踏まえた検討が必要となる．  
 

(5) 道路ネットワークの接続性評価 

式(15)および式(16)に示される損傷度判定用の乱数 qvb , n

および rvb , nの値の橋梁間における差異は，各橋梁の損傷

とその位置関係の推定結果に関わるため，道路ネットワ

ークの接続性に顕著な影響を及ぼす．本研究では，損傷

度判定用の乱数として，各橋梁に対して等しい値を用い

る完全相関ケース，および独立に異なる値を与える独立

ケースの 2ケースを仮定し，道路ネットワークの接続性
およびリスクを評価する．  
道路ネットワークの途絶確率を表-4 に示す．また，

MCS の反復計算における道路ネットワーク内にある各

橋梁の損傷度の 15サンプルを図-7に示す．MCSにおけ
る n試行目のハザード強度は，完全相関および独立ケー
スで等しくなるように設定しているため，各橋梁の損傷

度の相関性が地震後の道路ネットワークの様相に大きく

影響を及ぼすことが図-7より確認できる． 

表-4より，津波よりも強震動による影響が卓越し，道

路ネットワークの接続性を低下させていることが分かる．

これは，図-2と図-7に示されるように，津波による損傷

は沿岸部にある橋梁を中心に生じるため，図-2のリンク

2，リンク6，およびリンク7から成る西側のルートが存
続する可能性が高いのに比べ，強震動の影響は対象とす

る 32 橋梁全てに及ぶためである．沿岸部に位置する橋
梁の損傷確率と同様に，地震と津波の両ハザードの影響

を考慮しないと，道路ネットワークの接続性は過大に評

価されると言える． 
また，表-4より，完全相関ケースに比べて，独立ケー

スのOD間の途絶確率は大きい．これは，図-7に示され

るように，完全相関ケースではいずれの橋梁も大破とな

らない事象が生じるのに対し，独立ケースでは比較的小

さなハザード強度により大破となる橋梁が点在する傾向

にあり，結果として道路ネットワークの遮断が生じやす

いためである．既往研究 41), 42)に報告されているように，

直列システムでは，橋梁間の損傷の相関が大きいほど，

 

表-4 道路ネットワークの途絶確率 

ケース 強震動のみ 津波のみ 強震動・津波 
完全相関 0.40 0.13 0.48 
独立 0.51 0.14 0.58 
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図-7 道路ネットワーク内にある各橋梁の損傷度の15サンプル 
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システム内の全ての橋梁が無損傷，あるいは損傷となる

極端なケースが生じやすくなる結果として，途絶確率は

小さくなる．本研究で対象とした図-2の道路ネットワー

クでは，直列システムと同様な傾向が表れている．また，

表-4より，橋梁の損傷の相関性の影響度合いは，対象の

道路ネットワークの接続関係だけでなく，ハザードの種

類によっても異なることが確認できる． 
表-3および表-4より，橋梁 2の大破となる損傷確率お

よび完全相関ケースにおける道路ネットワークの途絶確

率は，ほぼ等しいことが分かる．これは，最も頑健なル

ートである図-2のリンク2，リンク6，およびリンク7に
位置する橋梁の中で橋梁 2が一番脆弱であり，その大破
が道路ネットワークの遮断に直結するためである．橋梁

2 は，道路ネットワークの接続性の観点から最も重要な
橋梁であり，優先的に補強等の対策を施すべきであると

言える． 
  

(6) 経済損失のリスク評価 

表-2に示す道路ネットワークの交通機能，表-5の橋梁

が小破あるいは大破となった際の復旧日数と復旧費用，

OD 間の交通需要，単位走行距離と単位移動時間あたり

の運行費用，および道路ネットワークの遮断による機会

損失を設定し，道路ネットワークの機能低下に伴う経済

損失のリスク評価を行った．被災した橋梁の復旧に要す

る時間と費用は，その損傷度や資材運搬の容易さ等によ

って大きく変動する．しかしながら，各橋梁の周辺環境

を考慮しながら復旧日数，および復旧費用の関係を定量

的に評価するための情報が得られていないことから，本

研究では，参考文献 11)を参考に地点によらず表-5 に示

す値を用いることにした．式(29)に示される OD 間の交

通需要 Qは，全国道路・街路交通情勢調査 43)の 24時間
自動車類交通量を参考に 12000 (台/日)と設定した．式(32)
における単位走行距離と移動時間あたりの運行費用 Crun

および Ctimeは，費用便益分析マニュアル 44)を参考にそれ

ぞれ 14.70 (円/ km/ 台)，および 45.15 (円/ km/ 台)とした．式
(32)に示される機会損失 Clossは，本研究では，被災前の

OD間の迂回路の移動時間を基準として 7500 (円/台)と設
定した．  
道路ネットワークの機能低下により生じる経済損失の

リスクカーブを図-8に示す．大きな超過確率では橋梁の

復旧に要する費用が大きいのに対し，表-4に示すOD間
の途絶確率より小さい超過確率では道路ネットワークの

分断により間接損失が急激に大きくなる．このため，地

震発生後の道路ネットワークの接続性の維持はリスクの

低減に大きく貢献し，また，経済損失の期待値では道路

ネットワークの遮断に伴うリスクの変動を適切に評価で

図-8 強震動と津波を受ける道路ネットワークの機能低下により生じる経済損失のリスクカーブ 
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表-5 リンクの交通機能に関するパラメータ 

橋梁の損傷度DSvb , n 
復旧日数RTvb 

(日) 
復旧費用Cds, vb 

(万円) 
無損傷 0 0 
小破 30 2010 
大破 180 6700 
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きないことが示唆される．前項の結果と同様に，本研究

で想定したケーススタディでは，津波と比較して地震が

主たるハザードであり，また，両ハザードの連続性を考

慮しないとリスクを過小評価する結果となった．  
 

 

4. 結論 

 
南海トラフ地震による強震動と津波を連続して受ける

橋梁の被災に伴う道路ネットワークの遮断および交通機

能の低下を推定し，それにより生じる経済損失のリスク

評価手法を提示した．ケーススタディでは，南海トラフ

地震の影響を受けることが予想される三重県尾鷲市の道

路ネットワークを対象に提案手法を適用した．本研究に

より得られた知見を以下に示す． 
1. 複数の橋梁と結節点を有する道路ネットワークを

グラフ理論に基づき定式化し，これに地震・津波

の各ハザード評価，および地震と津波を連続して

受けるフラジリティ評価と一体化することで，マ

ルチハザードを受ける道路ネットワークの確率論

的接続性評価法を構築した．各橋梁の置かれる地

理的条件（地盤や海岸線からの距離）や脆弱性の

違いがネットワークの接続性，あるいは，経済損

失リスクに及ぼす影響を定量化することが可能で

ある． 
2. 地震と津波ハザード評価では，断層運動に関する

不確定性，両ハザードの相関性，および地盤特性

と地理的条件を考慮してハザード強度を確率論的

に推定した．微地形区分として三角州・海岸低地

に位置する橋梁は，地震と津波の双方の影響が同

時に大きくなる傾向にあり，両ハザードに備えた

対策が求められる． 
3. MCS を用いることで，各橋梁の損傷確率に加えて，

地震と津波ハザード，および橋梁毎の損傷度の相

関性とそれらの推定に関わる不確定性を考慮し，

道路ネットワークの接続性を評価できる．ケース

スタディで対象とした三重県尾鷲市の道路ネット

ワークでは，地震が支配的なハザードであり，ま

た，各橋梁の損傷が独立に生起すると仮定すると

きに道路ネットワークの接続性が確保されない確

率が大きくなることが示された．  
4. 道路ネットワークのリスクを損傷した橋梁の復旧

費用（直接損失），および地震後の道路ネットワ

ークの交通機能の低下に伴う損失（間接損失）の

和である経済損失として算定した．ケーススタデ

ィの条件下では，大きな超過確率の際には直接損

失が卓越し，OD間の接続性が確保されない確率と
等しい超過確率以下においては道路ネットワーク

の遮断により間接損失が急増した． 
本研究で提示した手法には，種々の仮定が含まれてお

り，その精緻化には課題が残されている．特に，災害時

の交通データや交通工学の知見等を活用し，地震発生後

の交通行動を精緻に評価・予測できる交通配分モデル，

および道路ネットワークの遮断による交通行動の取り止

めに伴う機会損失の推定方法の確立が必要である．また，

本研究では，橋梁の損傷に伴う道路ネットワークの機能

低下，およびそれにより生じる経済損失の推定にとどま

っており，リスクを低減するための具体的な対策の提示

には至っていない．今後は，ハザード毎の損傷形式（強

震動による橋脚の塑性化や，津波による桁の流失等）の

違いを勘案した上で，道路ネットワークのリスク最小化

を目的とする最適化問題を定式化し，その解として各橋

梁に施す補強レベルを決定する手法を確立したい． 
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EFFECT OF DAMAGE TO BRIDGES UNDER SEISMIC AND TSUNAMI 

HAZARDS CAUSED BY THE ANTICIPATED NANKAI TROUGH EARTHQUAKE 
ON CONNECTIVITY OF ROAD NETWORKS AND RISK IN TERMS OF 

ECONOMIC LOSS 
 

Koki AOKI, Yuzuki FUSE, Hiroki ISHIBASHI, 
Mitsuyoshi AKIYAMA and Shunichi KOSHIMURA 

 
This paper presents a methodology for estimating a connectivity of road networks and risk in terms of 

economic loss considering the vulnerability of bridges under seismic and tsunami hazards. With the aid of 
a geographic information system and graph theory, the risk of economic loss due to the deterioration of the 
bridge network’s connectivity can be easily estimated based on seismic and tsunami hazard assessments, 
structural fragility estimation, and traffic flow analysis. Both uncertainties associated with fault movement 
estimations, spatial distribution of hazard intensities and structural vulnerability, and damage correlation 
among bridges are considered when estimating the probabilistic connectivity and risk in Monte Carlo sim-
ulation. In an illustrative example, the bridge network affected by the anticipated Nankai Trough earthquake 
is analysed. Computational results demonstrate that the risk depends highly on spatial distribution of hazard 
intensities and the correlation among damage states of bridges. 


